
第10章21 世紀の街づくりに向けて
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成熟化への計画 と展開

多摩田園都市開発30周年を迎えて

城西南地区開発趣意書の発表で始まった多摩田園都市の開発は昭

和58年1 月、満30年を迎えた。当社ではこれを記念して同年の秋、

様々な記念行事を催すとともに同年10月14日たまプラーザ駅前に地

元の区画整理関係者約1000名を招き、多摩田園都市開発30周年の記

念式典を挙行した。

式典に臨んだ社長五島昇は、挨拶の冒頭で次のように語り、地元

から寄せられた永年の信頼に対し感謝の意を表明した。

「この多摩田園都市の街づ くり30年の歴史を振り返ってみて、

一番感銘深かったことは地元の人達から信頼を得たことです。

当初、二子玉川から中央林間まで田園都市線の建設計画、それ

に続いて街づくりの計画を発表しました。これは図面の上で作っ

た一つの計画です。その計画はどれだけの資金を投入し、どれだ

けの大きな努力が必要になるか、全くわかりませんでした。

このようなわけのわからない計画に対して地元の方々が賛成し

て、東急にまかせてやろうと踏み切られた、その信頼感です。

私は、いまでもこの皆さんのご期待にそむかない街づくりをし

ていかなければならないと心に銘じております。山林と竹林、あ

るいは農耕地などの原野の中に電車の路線を敷設し、道路をつく

り、そして区画整理をしながら街づくりをしていくという計画、

これは図面の上に描いた絵です。この絵をつくりあげていくこと

を信頼し、開発に賛同された皆さんに本当に心から感謝しており

ます。その信頼に応え責任と使命を果たさなければならないとい

う気持ちを今でも持っております。

東急グループは今、多摩田園都市でいろいろな事業を行ってお

※1 記 念行 事 は 、9 月2 日 た まプ ラー ザ 東

急 百 貨店 で 開 催 さ れ た「五 島 美術 館 名 品 展 」

を 皮 切 り に 、「 テ ニ ス大 会 」（10月9 日～16

日）、 南 町 田駅 前 の野 球 場 で 開か れた「ふ れ

あ い コン サ ー ト 」（11月3 日）「児 童画 コン ク

ー ル 」（11月3 日～6 日）「区 画 整 理 組合 役 員

物 故 者慰 霊 祭 」（11 月22日於 長津田大林寺 ）及

び「みどり田園都市健康マ ラソン」（11月27日）

の 順 で行 わ れた 。 中 で も 「み ど り 田 園都 市

健 康 マ ラ ソン 」 は 当初 予 定 し た1500 人を 上

回 る 老若 男 女 の 参 加 者 を得 て 実 施 さ れ、 記

念行 事 の最 後 を 飾 っ た。 コー ス は10 ㎞ と5

㎞ の 二つ から な り 、起 点 は 藤 が 丘駅 に通 じ

る 大 通 り、 ゴ ー ル は横 浜 市 立 もえ ぎ 野小 学

校 校 庭 であ っ た 。



ります。東京急行は不動産業や交通事業を、また東急建設、東急

不動産、東急百貨店、東急ストアなどがそれぞれの分野で事業を

行っています。この地域で得た利益を再投資する考え方に立って

事業を行っているわけです。再投資することが一段と街の波及効

果をあげて、この地域のレベルを高めていきます。

今日のような成熟した街に大きく変貌をとげた多摩田園都市を

みてみますと、再投資が街づくりの規模、また質の向上、あるい

は面積の拡大へとつながったのではないかと思います。これは一

つの街づ くり、民間でやる街づ くりの見本になろうかと思います。

そのため現在では日本国内はもとより、外国からも多摩田園都

市の街づ くりを見にこられます。そして多くの人はどうしてこん

な大規模な街づくりをこれだけ障害がある日本の国土の中ででき

るのだと不思議に思われ質問されます。その時私がお答えするの

は、立派な街をつくるには地域住民の総意が必要なのです。多摩

田園都市は地元の皆さんの総意で立派な街になったのだと、こう

話しております。」

また、多摩田園都市の今後の街づくりに触れ、CATV （有線テレ

ビジョン）事業に取り組む当社の姿勢を明らかにした。

「（しかし）多摩田園都市の街づくりはこれでおわったのではあ

りません。まだまだ今後の街づくりというものがどうあるべきか

ということについて考えております。

交通機関は、新玉川線が都心に乗り入れをして多摩田園都市の

大きな動脈になりました。また流通施設は、東急百貨店をはじめ東

急ストア、東急バラエティーストアなどの大型店が出店する、専

門店ができる、あるいは、商店街ができるというように整備され

てきました。またこの地域の方々に健康で明るい生活をおくって

いただくために、スポーツや文化的な施設も整ってきております。

しかし、まだこの街の中には記念するような施設がありません。

やはり多摩田園都市開発30年ということを考えますと、開発事業

を記念し、そして住民の方々が十分利用できるのも、またこの地

域の文化レベルを向上させるものをつくらなければならないと考

えています。

近年、科学技術の発展にともない、年々社会の構造が変化して

きております。ホームバンキングとかホームショッピングとか、



そのうち会社にいかなくても自分の家で会社をケーブルで結んだCATV

で仕事ができる、というようになっていくかもしれませ

ん。こうした社会の変化に対応した街づ くり、つまり情報の街、

豊かな情報を充分活用できることが、これからの街づ くりの焦点

だと思います。これは情報の量と流通、伝達の設備、いまでいう

ニューメディアをどう活用するか、ということですが、伝達の設

備が街づくりの一つの大きな課題になると思います。その意味で、

社会の発展に遅れないように努力し、いろいろ手を打ってきてお

ります。こうした新しい事業に対して、またいろいろな面につい

て、今後とも地元の皆さんのご協力、ご理解をいただきたいと思

っています。そして東京の西南地区に、多摩田園都市という立派

な街があるのだと、街の見本としてみせられるような夢のあるす

ばらしい街づくりを、これからも皆さんと一緒にやっていきたい

と思っています」

つまり当社は高度情報化社会の到来を先取りし“ニューメディア

による街づくり”をいち早く多摩田園都市の街づくりの中に組み込

もうとしているのである。また当社はこれを実現するため、早くか

らCATV の事業化に取り組んできた。

ニューメディアによる街づくり

当社がCATV （CableTelevision 有線テレビジョン）に着目し、江

田ビレ ッ ジで最初 の実験放 送をし たのは 昭和47 年10 月 のこ とで あ

る。約200 世帯 を対象に3 ヵ月にわたっ て行 われた実験放送は、物珍

しさ も手伝って視聴者の好評 を博したが、結局当社はその事業化を

見送っ た。同軸ケーブ ルを使用し たこの ときのCATV はまだコス

ト が高 く、技術的に もなお問題 があっ たからである。CATV

はもともとは山間辺地の難視聴解消の ための共同受 信施

設で、1948 年（昭和23年）ア メリカで誕生し、 わが国で も昭和29 年群

馬県伊香保温泉に初め て導 入さ れた。 またわが国 のCATV は昭和56

年度末現在、有線 テレビジョン法による許可施設が354 施 設、受 信

世帯は58 万世帯を数 えたが、 その うちの大部分 はNHK や民放番組

の再送信のみであり、 自主放送 を行っているのはわずか数十施設に

すぎなかった。

ところが昭和50 年 代の後 半に入って、光ファイバーの開発やスタ

※2CATV は、 その発展段階から再送信

のみを目的とし たCATV 、地域のコミュ

ニ ケーションをはかるために自主放送を取

り入れたCATV および都市型CATV の3

種に分類される。当社が進めているCATV

はい うまでも なく都 市型の ものであ

り、 それは多チャンネル、高品質画像、双

方向送信システムといった特徴をフルに活

用したCATV である。

CATV の 実 験放 映



開局した東急ケーブルテレビジ ョン

※3CATV 事業に対して企業の関心が高

まった背景には、次の諸点があげられる。

① 規制緩和ないし育成方針に転じた政

府のCATV 政策。

② 低成長下における新しい収益機会に

対する企業ニーズの高 まり。

③ アメリカにおけ るCATV の急速な

普及。

④ 地域独占事業 としての先発 メリット

の享受。

⑤ 放送系ニューメディアの中で もっと

も実現時期が早い とみられること。

ジオ装置の近代化といった技術革新にともなって、CATV の特性

すなわち多チャンネル、高品質画像、双方向通信などが新しい情報

伝達手段として脚光をあびるようになり、企業のCATV 事業に対

する関心が急速に高まったのである。

そうした状況のなかで、当社もいち早く名乗りをあげ、57年末開

発事業本部内にプロジェクトチームを設け、CATV 事業の検討を

再開した。

また翌58年3 月には東急不動産、東急百貨店、東急ホテルチェー

ン、東急レ クリエーション、東急観光、東急ストア、東急エージェ

ンシーのグループ7 社の協力を得て、 東急有線テレビ株式会社（社

長五島昇）を設立した。新会社はさっそくプロジェクトチームのもと

で事業計画の取りまとめに入り、同年5 月郵政省電波監理局に対し

次のような内容の「有線テレビジョン放送施設設置許可申請書」を

提出した。

（1） 事業目的 東急沿線地域に対し、より良質なテレビな

らびにFM 放送を提供するとともに、有線

テレビジョンにより文化的な地域情報サー

ビスを行う。

（2） 事業区域 東急沿線の8 地域（渋谷、蒲田、下高井戸、

横浜、たまプラーザ、青葉台、つくし野、中央

林間の各駅を中心とする地域）

（3） 加入可能世帯数 約3 万世帯

（4） チャンネル数30 チャンネル

（5） 放送内容 テレビ、FM 再送信、公共情報、地域ニュ

ース、教育、一般娯楽番組その他

（6） センター施設 たまプラーザ（横浜市緑区）に放送センター

を設置する。

（7） 放送開始予定 昭和61年度

申請は翌59年2 月21 日、当初の申請区域のうち渋谷、たまプラー

ザ、青葉台、つくし野の4 駅を中心とした区域が許可された。また

この間の58年7 月、当社はプロジェクトチームをケーブルテレビジ

ョン開発室に改組し、体制を強化した。

ところが計画の実施を前にして肝心のケーブルを張れないという

事態が発生し、工事が立往生してしまった。



原因は、建設省と郵政省との間で道路の占有許可をめぐって意見

の対立があったからである。結局この問題は許可済みのCATV 事

業について道路占有を認めることでとりあえず決着をみたが、この

余波を受けてCATV の各社は開局時期はもとより工事着手の大幅

な延期を余儀なくされ、東急有線テレビ㈱もその例外ではなかった。

このため計画の手直しをせまられた同社はこの間、東急インフォ

ネット㈱（60年7 月、社長柳田盈文）、さらに東急ケーブルテレビジョ

ン㈱へと社名を再度変更するとともに放送開始予定を62年10月と改

め、ケーブル敷設工事と放送センターの建設に着手した。61

年4 月に始まったケーブル敷設工事は、第1 次サービス地区と

なった渋谷（松濤、上原、西原、初台）とたまプラーザ（美しが丘、あ

ざみ野）およびつくし野（東京都町田市）の3 地域で行われた。また

同年8 月に着手した放送センターの建設工事は翌62年3 月に完成

し、翌4 月東急ケーブルテレビジョンはセンター内に事務所を移し

て、前記3 地域の約5 万世帯を対象とする加入者の募集を開始した。

加入契約料は1 戸当り5 万円、加入後の基本サービス料は月額3900

円であった。

開局は62年10月2 日、放送内容はVHF 、UHF 、衛星放送、FM

の同時再送信、CATV オリジナルのケーブルガイド、地域情報、

ドラマ、スポーツなどの「基本サービス」と「オプションサービス」

としてのスターチャンネル、スペシャルプログラム、音楽放送など

である。またこれらの放送は58年6 月、東急エージェンシーが設立

した番組サプライヤー“日本番組提供株式会社”の協力のもとに行

われている。そして将来的には前記した社長五島昇の挨拶にもある

ように、双方向通信によるホームショッピングやホームバンキング

といったシステムを導入し、家庭にいながら買物やお金の出し入れ

ができる夢のある街づ くりが考えられているのである。

2 建築学会賞の受賞と今後の課題

建築学会賞の受賞

昭和63年5 月30日、当社（代表五島昇）は、「多摩田園都市の開発

が良好な街づくりに貢献し多年にわたるその業績は評価に値する」

※4 開局までの設備投資額は50億円、 シス

テム設計は日本電気㈱が担当した。

※5 昭和62年12月25日社長五島昇 は取締役

会長に、また後任社長 には副社長 の横田二

郎がそれぞれ就任した。



授賞式に臨んだ社長横田二郎

として昭和62年度日本建築学会賞を受賞した。

日本建築学会賞はわが国の建築に関する学術、技術、芸術の進歩

を図るとともに建築文化を高め、公共の福祉に寄与するため設けら

れたものである。同賞は、第一部門（建築論文）、第2 部門（建築作品）

および第3 部門（論文、作品以外の業績）からなり、当社の受賞は第3

部門によるものである。

過去における主な受賞事例には、東京オリンピック時に建設され

た国立代々木競技場および駒沢公園（39年）、日本万国博覧会基幹施

設のレイアウト（44年）、筑波研究学園都市における研究および教育

施設の建設（55年）などがあるが、いずれも作品部門における受賞で

業績部門でしかも民間企業が受賞対象となったのは極めて珍しいケ

ースであった。

日本建築学会（会長谷資信）が、多摩田園都市の開発について評価

した点を記載すると次の通りである。（以下原文のまま）1

）評価されるべき第一の点は、本計画が昭和28年という早い段

階で構想され、マスタープランを実現に至るまで維持しつつ常

に時代の先端的な整備手法を導入し、街づくりを発展させたこ

とである。大規模住宅地開発としてみるならば、計画対象区域

約5000ha 、開発整備規模3200ha 人口40万人にのぼる計画と実

施は高い先見性を持っていたといえる。2

）第二は住宅地開発と鉄道整備が区画整理事業のなかで一体的

に進行し、人口定着と並行して市街地生活環境が整備された点

である。すなわち、区画整理51組合一括代行方式により四つの

関係自治体と計画調整を図りつつ、3200ha の宅地開発を行い、

今日では普及した等価交換方式を先見的に適用し市街化を促進

させた。これは街づくりの総合性を具体的に示したものであり

その開発整備手法は実効性の点で優れたものと評価できる。3

）第三は市街地環境の計画的維持向上である。居住者が中流上

層所得水準をもって構成されているとはいえ、本街づくりは建

築協定、協約等環境向上を積極的に誘導し、その数および拡が

りの点で他に例をみない都市計画上の貢献をしている。

また歩車道分離、歩専道整備、緑化、駅前広場の整備および

維持管理など典型的な郊外住宅地環境を現出させ都市計画の具

体化の好例を示した点を高く評価したい。



4 ）第四は多くの点で評価の別れる問題であるが、情報通信手段

のネットワーク化を本街づくりの次の成熟に向かって位置づけ

た点を評価すべきと考える。すなわち住宅市街地の形成、ベッ

ドタウンから職住近接都市へ向かう次なる計画目標をかかげ、

その一歩として情報ネットワークを実現し、先端都市産業の誘

致導入を図るなど継続性をもった次なる計画展開は、街づくり

の先導的役割を担うものと評価できる。

そして最後に日本建築学会は多摩田園都市の開発について次のよ

うに意義づけた。

「本街づくりの顕著な実績は、都市計画の実効性を現実に明示し、

開発手法の合理的適用によって市街化の総合的整備を完遂し、かつ、

環境向上の積極的誘導を実践した社会的先駆性、並びに活力ある創

造性にある。

この成果と実績は、都市計画の発展に大きく貢献し、その任に当

った東急電鉄関係者の業績は高く評価されるものである。」

多摩田園都市21プランの策定と今後の課題

開発30年を機して、当社は多摩田園都市の全面的な見直しを行い63

年6 月、「多摩田園都市21プラン」をまとめた。

同プ ランは、街づくりの現況を把握するとともに多摩田園都市の

さらなる飛躍を期するため、21世紀に向けた豊かな街づくりへの指

針を記したものである。

見直しは、田園都市事業部（事業部長家村栄）が中心となって行っ

た現況調査をもとに、専門家の指導を仰ぎつつ各種の課題を取り上

げた。

調査は、土地利用の現況、人口と交通の動態、都市施設の整備状

況、住民の意識調査などにおよび当面の問題点として次の点を明ら

かにした。1

）多摩田園都市は、日毎に熟成の度を増し加え、未利用地が減

少の一途を辿っている。従って今後の街づくりを考える上で、

残された未利用地の有効活用が急務である。

ちなみに地元所有地を含む未利用地 の総面積は約270ha と推

定される。2

）目標の40万人を突破した多摩田園都市の人口は、今後も年平

日本建築学会賞



均5 ％近い割合で増加するものもみられ、西暦2000年（昭和75

年）には約56万人を数えるものと予測される。

なお、人口動態の特徴として昼間人口が少なく、夜間人口が

多い点があげられる。3

）交通幹線である田園都市線の輸送実態は、10両編成という最

大輸送量を確保しながらも朝夕のラッシュ時における混雑には

かなりのものがあり、かつ、上下線の輸送バランスが一方に片

寄っている。また、国道246号線をはじめとする主要道路は、交

通量の飛躍的な増加により各所における渋滞現象が日常化して

いる。4

）住民の高いニーズに比べ、文化、コミュニティ、福祉および

医療施設等の整備が立ち遅れている。また、警察官派出所、消

防出張所の所在に地域的な片寄りがみられる。5

）駅周辺の商店街に面する道路において、路上駐車および自転

車、バイク等の駐輪が数多くみられ、交通機能が著しく阻害さ

れており、この現象は土曜日または休日において顕著である。6

）第3 次産業の隆盛に伴い、就業機会は次第に増加しているが

住民の側からみればまだまだ少なく、ベッドタウンとしての域

をでていない。また、コミュニティが成長段階にあり、住民相

互の交流が少なく街としても歴史的な厚みが感じられない。

これに対し「今後の街づくりへの対応」として、街づくりの核と

なる土地の有効活用等を盛り込んだ環境の整備、研究開発型先端産

業の誘致、固有文化の形成に役立つ教育機関の誘致、歴史資源の整

備と活用、ファッションストリートの形成等の課題がとりあげられ

た。まず環境の整備から主な点を記述すると次の通りである。1

）土地利用の点では、住居専用地区の明確化、宅地の細分化に

対する抑制策、核となる土地の有効活用及び建築協定、地区計

画等の導入による生活環境を図るべきである。2

）交通の整備については、乗客数の増加に対応した田園都市線

の輸送力の確保がまずもって考えられるべきであるが、ラッシ

ュ時における片輸送の解消と開発区域の拡大に伴う住区内のき

め細かな交通整備も一つの課題である。

片輸送の解消に新たな産業機能の誘致が必要になるが、住区

内の交通整備には東急コーチ線（デマンドバス）等によるバス網



の拡充及び深夜バスの増発等による輸送サービスの向上があげ

られる。

一方、多摩田園都市の各ブロックを結ぶ唯一の幹線である国

道246号線が常時交通混雑の状態にあるため、これを補うと考え

られる北幹線、すなわち、奈良恩田地区（すみよし台）から鴨志

田町、鉄町及び嶮山第一地区（もみの木台）を通って元石川に至

る幅員22m 道路（区画整理地区内は完成済み）の整備を進めるべ

きである。また、北幹線と国道246号線と結ぶ都市計画道路横浜

・上麻生線、同日吉・元石川線、同川崎・町田線の整備及び東

名高速道路と結ぶ「市ヶ尾インターチェンジ」の新設が必要と

なろう。

他方、駅周辺の交通混雑を緩和するため道路、公園等の重層

利用による専用駐車場及び駐輪場の設置を考えるべきである。3

）施設については、立ち遅れている文化、コミュニティ及び福

祉面を重視した都市施設の整備が考えられるが、これらの施設

は多機能型で、かつ、内容とサービスの両面から質の高いもの

が考えられるべきである。

また、高齢化、国際化という社会環境の変化を踏まえた老人

向け、あるいは外国人向けの施設も考えられよう。

一方、住宅は、高価格化や高齢化が進む中で、低廉で若年層

にも購入し易い住宅の開発や、2 、3 世帯同居住宅及び高齢者

北 幹 線 （多摩田園都市21プ ランから）



向きの住宅建設を考えられるべきである。また一方において、

大型高級住宅の建設も考えられてよい。4

）街づくりにおいて景観の占める度合いも極めて重要である。

この観点から、街路樹、庭木の植栽等身近な緑の充実を初め、

優良農地の保全、高級住宅街の形成等が考えられてよい。

また、駅施設及び駅前広場の整備とともに谷本川、恩田川沿

岸の田園風景の保全も考えられるべきである。さらに、屋外広

告の規制、テレビアンテナの集約化と電線の地下埋設、既存緑

地の保全が考えられる。5

）研究開発型先端産業の誘致は、田園都市線の輸送バランスを

図る上でぜひとも必要であり、その候補地として、東名高速道

路横浜インターチェンジ周辺、江田駅南側地区及び梶が谷駅北

側地区が考えられる。6

）固有文化の形成に役立つと考えられる教育機関の誘致対象と

して大学、外国大学分校、女子系教育機関等があげられよう。7

）歴史資源の整備と活用には、旧大山街道の歴史を印した案内

板や道標、誘導サインの整備や神社仏閣等の歴史的資源の紹介

等が考えられる。8

）固有文化を象徴する街づくりの一つとして、ファッションス

トリートの形成が考えられる。

鷺沼から江田に続くブルバード（並木のある広幅員の街路）に

沿って、商業、業務、文化、レクリエーション施設等の集約を

図るべきである。9

）北幹線の整備の一環として、こどもの国、トキワ松学園女子

短期大学、日本体育大学健志台グラウンド、寺家ふるさと村、

嶮山スポーツガーデン等の連鎖を図り、教育レクリエーション

施設のゾーン形成を図るべきである。10

）社会環境の変化からみた課題として、CATV （有線テレビジ

ョン）をはじめとする情報通信システムの整備、自由時間の増大

と国際化を背景とした選択性の高い多様な余暇活動施設の充実

及び外国人にも住み易い環境の整備、そしてインテリジェント

化にともなう地域共通の生涯学習、情報活動のための拠点づ く

りを進めるべきである。

また、「多摩田園都市21プラン」は、街づくりの基本理念として①



質の高い住環境の形成 ②頭脳集約型の新しい産業機能の誘致③固

有文化の形成の三つを柱とする「固有の文化と緑を育くみ豊かさを

深める多機能型都市」のスローガンを掲げた。

以上が多摩田園都市21プ ランの概要である。このプランはその具

体化を図るため、さらに検討が加えられるべきものであり、その実

現にはなお一層の研究が必要であるが、当社は住民と関係当局の理

解と協力のもとにこれらのプ ランの実現を期し、多摩田園都市のさ

らなる発展にこれからも力を注いでいきたいと考えている。
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